第31回全国町村職総決起集会にともなう総務省要請報告（賃金関連）について

（2010春闘情報No.３）

　自治労・全国町村評議会は、2月25日10時から、総務省交渉を行った。

　自治労からは本部より荒金総合組織局長、横山労働条件局長、全国町村評より飯塚議長、米山副議長ら全国幹事を含め13人が出席し、総務省からは、原給与能率推進室長、下瀬給与能率推進室定員給与調査官、植村公務員課理事官らが出席した。

　はじめに、飯塚議長が要求書を手渡し、今回の重点要求項目としていた「1」「2」「3」「4」について、総務省の回答を求めた。

総務省回答は次のとおり。

（要求項目１）

　地方公務員の給与については、それぞれの地方自治体における交渉を経て、最終的に議会に諮り、条例で決定されるのが原則である。来年度予算案において、地方交付税総額を1兆円増額するとしているが、地方交付税を増やせば地方公務員の給与も上がってしまうと批判する方もいる。総務省としては、大臣も国会答弁しているとおり、地方公務員給与に対する助言は、抑制的にということではあるが必要な助言をしているところである。各地方自治体の給与決定にあたっては、それぞれの地方自治体で決定することを前提としながら、地方公務員給与全体の信頼性の確保という視点で、必要な助言を行って参りたいと考えている。

（要求項目２）

　地方公務員の諸手当について、地域で支給実情が異なるのは理解しているところである。一方で、一部の地方自治体で住民に説明できない手当や給与水準があると、あたかも全ての地方自治体で行われているかのごとく、報道なり国民や住民の間で思われてしまうことも事実である。総務省としては、各地方自治体に対し、住民にしっかりと説明責任を果たすことを求めているところである。

　自宅に係る住居手当は、平成21年8月25日の総務事務次官通知（以下、次官通知）で「廃止を基本とした見直し」としており、総務省としては、それぞれの地域でしっかりと住民に対し説明して頂きたいと申し上げている。各県市町村担当課においても次官通知を踏まえた助言を行っているものと認識している。

（要求項目３）

　男女間の格差の問題については、平等取扱いの原則を踏まえ、各地方自治体において取り組んで頂きたいと考えているところである。また、地方公務員給与実態調査において、５年ごとに指定統計として、男女別の賃金の実態について調査し、公表している。

（要求項目４）

　臨時・非常勤職員の処遇改善について、官民問わず非正規雇用の問題として国会において議論されているところである。

　地方公共団体の臨時・非常勤職員の任用について、「地方公共団体の短時間勤務のあり方に関する研究会」を設け、一定の整理を行っている。総務省としては、研究会の報告を踏まえ、任用の根拠・雇用条件の明確化、法律に基づく報酬や費用弁償の支給、社会保険等の適用などをしっかり行っていただくことを助言しており、今後もこれらの内容に留意しながら、対応していきたい。

　これらの回答を受け、自治労側からは次の点を総務省に質した。

①　集中改革プランの影響を受けて、正規職員の人員削減が進む一方、住民サービスは増加している。このような状況に対応するため、各自治体では、臨時・非常勤等職員の採用や業務の民間委託を実施している。ごみ収集や保育園など住民サービスの最前線で非正規労働者が増加しているが、職務に専念できる賃金・労働条件を確保する必要がある。

②　自宅に係る住居手当（以下、同手当）について、各自治体においては、国のように官舎が整備されていない。勤務している自治体で官舎を整備するにも起債する必要があるし、同手当は住宅建設を促進する意味があったと認識している。一方、同手当については、各自治体に対し廃止するよう、助言という名の指導が行われている。また、除雪手当など自治体独自に支給されている手当もある。総務省においては、地域の実情を踏まえ、労使の自主的交渉の結果を尊重するよう、改めて要請する。

③　県内では、ラスパイレス指数90以下の自治体が多数あり、80以下の団体も存在する。また、給与の独自削減を実施している自治体もある。この状況に関する認識如何。

④　都道府県の市町村担当課においては、賃金の取扱いにあたって総務省の助言に基づき対応することを強要するなど、高圧的な側面が見られる。このような対応については厳に慎んでいただきたい。

これに対し総務省から、以下の回答があった。

①　各地方自治体に対して、集中改革プランの方針により、定員の純減をお願いしてきた。「地方公共団体定員管理研究会」では、各地方自治体の取り組み状況を検証し、定員管理のあり方を検討してきた。規模の小さな自治体では、職員1人で何役もこなしており、同じ割合の定員純減であっても、規模の異なる自治体では、影響も異なることが研究会の議論でも報告されている。近日中にホームページに掲載する同研究会の報告書では、このような課題等について指摘している。また、地方交付税の1兆円増額に係る配分について、財政力の弱い自治体により配慮しようということは承知している。臨時・非常勤等職員が増えた原因は、集中改革プランが全てとは考えていないが、論点の１つにはなるところである。

　臨時・非常勤等職員の処遇については、様々な会議等において、「地方公務員の短時間勤務の在り方に関する研究会」報告書や、公務員課長通知を踏まえ対応するよう助言している。特に、従事している業務に見合った報酬を支給するよう、各団体自治体に助言を行いたいと考えている。

②　自宅に係る住居手当については、次官通知の中で、各地方自治体に対し、「廃止を基本とした見直し」として、他の手当に比べると言いぶりが違うことをご理解いただきたい。諸手当について、地域で決定することが基本であるが、諸手当について一部の自治体で批判を受けると、地方公務員の給与制度全体に疑念を持たれることになる。総務省としては、地方公務員給与制度の信頼と地方自治の尊重とのバランスの中で意識しながら助言していることにご理解頂きたい。

　特別交付税にかかる算定にあたって、自宅にかかる住居手当の取扱いについて、公務員連絡会地公部会との会見において、小川政務官は、「他の手当とは違う思いと受け止めている」と答弁されており、自宅にかかる住居手当の取扱いは、減額対象となっている他の諸手当とは、少し異なるという認識をもっている。

③　厳しい給与カットなどについては、それぞれの自治体の労使において苦渋の決断として実施されたものであると認識している。 

総務省に寄せられる自治体の給与が高いと言う住民からのご意見に対して、総務省としては、自治体の規模が小さいから、給与水準が低くあるべきであるとは答えておらず、仕事の内容に応じて決定すべきものと考えている。一方、手当の内容については、国と地方で同じ公務サービスに従事するというバランスの側面も考慮のうえ決定する必要があるという説明を行っているところである。

④　都道府県の市町村担当課において、各地方自治体における賃金に係る助言は、地方自治の信頼性の確保及び今後の地方の財源確保のためには、住民への説明責任を果たしていただきたいという思いから、その様な態度になっているという面もあるのではないかということを最後に申し上げたい。

　最後に、飯塚議長が、賃金・労働条件の改定については、当該団体労使の自主的交渉の結果を尊重するよう要請し、交渉を終えた。

